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京都市地球温暖化対策条例施行規則（改正前） 京都市地球温暖化対策条例施行規則（改正後） 

（特定事業者） 

第３条 

２ 条例第２条第１項第６号イに規定する別に定める台数は，次の各号に掲げ

る自動車の区分に応じ，当該各号に掲げる台数とする。 

⑵ 道路運送法第３条第１号イに規定する一般乗合旅客自動車運送事業の用に

供する自動車及び同号ロに規定する一般貸切旅客自動車運送事業の用に供す

る自動車並びに同条第２号に規定する特定旅客自動車運送事業（以下「特定

旅客自動車運送事業」という。）の用に供する自動車のうち道路交通法第３条

に規定する大型自動車又は中型自動車                  

                       １００台 

⑶ 道路運送法第３条第１号ハに規定する一般乗用旅客自動車運送事業の用に

供する自動車，特定旅客自動車運送事業の用に供する自動車のうち道路交通

法第３条に規定する                          

                   普通自動車（以下「普通自動車」  

  という。）及び 道路運送法第２１条第２号の規定による許可を受けた同

法第９条の２第１項に規定する一般貸切旅客自動車運送事業者が乗合旅客の

運送の用に供する自動車のうち普通自動車   １５０台 

 

 

（温室効果ガスを排出しない新車等の購入等） 

第８条  

５ 条例第２３条第１項第２号に規定する別に定める自動車は，次に掲げるも

のとする。 

⑴ 電力併用自動車（内燃機関を有する自動車で併せて電気を動力源として用

いるものであって，廃エネルギーを回収する機能を備えていることにより大

気汚染防止法第２条第１４項に規定する自動車排出ガス（以下「自動車排出

ガス」という。）の排出の抑制に資するものをいう。以下同じ。）のうち，動

力源として用いる電気を外部から充電する機能を備えているもの 

 

 

 

 

（特定事業者） 

第３条 

２ 条例第２条第１項第６号イに規定する別に定める台数は，次の各号に掲げ

る自動車の区分に応じ，当該各号に掲げる台数とする。 

⑵ 道路運送法第３条第１号イに規定する一般乗合旅客自動車運送事業の用に

供する自動車及び同号ロに規定する一般貸切旅客自動車運送事業の用に供す

る自動車並びに同条第２号に規定する特定旅客自動車運送事業（以下「特定

旅客自動車運送事業」という。）の用に供する自動車のうち道路交通法第３条

に規定する大型自動車，中型自動車及び準中型自動車（車両総重量が５トン以上

のもの又は最大積載量が３トン以上のものに限る。） １００台 

⑶ 道路運送法第３条第１号ハに規定する一般乗用旅客自動車運送事業の用に

供する自動車，特定旅客自動車運送事業の用に供する自動車のうち道路交通

法第３条に規定する準中型自動車（車両総重量が５トン未満で，かつ，最大積

載量が３トン未満のものに限る。）及び普通自動車（以下「準中型自動車等」

という。）並びに道路運送法第２１条第２号の規定による許可を受けた同法第

９条の２第１項に規定する一般貸切旅客自動車運送事業者が乗合旅客の運送

の用に供する自動車のうち準中型自動車等 １５０台 

 

 

（温室効果ガスを排出しない新車等の購入等） 

第８条 

５ 条例第２３条第１項第２号に規定する別に定める自動車は，次に掲げるも

のとする。 

⑴ 電力併用自動車（内燃機関を有する自動車で併せて電気を動力源として用

いるものであって，廃エネルギーを回収する機能を備えていることにより大

気汚染防止法第２条第１６項に規定する自動車排出ガス（以下「自動車排出

ガス」という。）の排出の抑制に資するものをいう。以下同じ。）のうち，動

力源として用いる電気を外部から充電する機能を備えているもの 
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京都市地球温暖化対策条例施行規則（改正前） 京都市地球温暖化対策条例施行規則（改正後） 

（特定排出機器） 

第９条 条例第２４条第１項に規定する別に定める機械器具は，次に掲げるも

ので未使用のものとする。 

⑴ エネルギーの使用の合理化等に関する法律施行令（以下「省エネルギー令」と

いう。）第２１条第２号に掲げるエアコンディショナーのうち別に定めるもの 

⑵ 省エネルギー令第２１条第３号に掲げる蛍光ランプのみを主光源とする照

明器具 

⑶ 省エネルギー令第２１条第４号に掲げるテレビジョン受信機 

⑷ 省エネルギー令第２１条第１０号に掲げる電気冷蔵庫 

⑸ 省エネルギー令第２１条第１６号に掲げる電気便座 

 

（特定建築物における地域産木材の利用量） 

第２３条 条例第４０条に規定する別に定める量は，特定建築物の居室（建築

基準法第２条第４号に規定する居室をいう。以下同じ。）のうち，次に掲げる

居室以外のものの床面積の平方根の合計に１００分の１平方メートルを乗じ

て得た量とする。 

⑴ 建築基準法第２条第２号に規定する特殊建築物の居室であって，建築基準

法施行令第１２９条第２項，第３項，第５項又は第６項の規定により当該居

室の壁及び天井の室内に面する部分の仕上げを同条第１項第２号に掲げる仕

上げとしなければならないもの 

 

附 則 

この規則は，平成１７年４月１日から施行する。 

附 則（平成１７年９月３０日規則第７２号） 

この規則は，平成１７年１０月１日から施行する。 

附 則（平成１８年９月２８日規則第３８号） 

この規則は，平成１８年１０月１日から施行する。 

附 則（平成１９年６月１日規則第１１号） 

この規則は，平成１９年６月２日から施行する。 

附 則（平成２１年３月３１日規則第９９号） 

この規則は，平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２２年３月１９日規則第７８号） 

（特定排出機器） 

第９条 条例第２４条第１項に規定する別に定める機械器具は，次に掲げるも

ので未使用のものとする。 

⑴ エネルギーの使用の合理化等に関する法律施行令（以下「省エネルギー令」と

いう。）第１５条第２号に掲げるエアコンディショナーのうち別に定めるもの 

⑵ 省エネルギー令第１５条第３号に掲げる蛍光ランプのみを主光源とする照

明器具 

⑶ 省エネルギー令第１５条第４号に掲げるテレビジョン受信機 

⑷ 省エネルギー令第１５条第１０号に掲げる電気冷蔵庫 

⑸ 省エネルギー令第１５条第１６号に掲げる電気便座 

 

（特定建築物における地域産木材の利用量） 

第２３条 条例第４０条に規定する別に定める量は，特定建築物の居室（建築

基準法第２条第４号に規定する居室をいう。以下同じ。）のうち，次に掲げる

居室以外のものの床面積の平方根の合計に１００分の１平方メートルを乗じ

て得た量とする。 

⑴ 建築基準法第２条第２号に規定する特殊建築物の居室であって，建築基準

法施行令第１２８条の５第２項，第３項，第５項又は第６項の規定により当

該居室の壁及び天井の室内に面する部分の仕上げを同条第１項第２号に掲げ

る仕上げとしなければならないもの 

 

附 則 

この規則は，平成１７年４月１日から施行する。 

附 則（平成１７年９月３０日規則第７２号） 

この規則は，平成１７年１０月１日から施行する。 

附 則（平成１８年９月２８日規則第３８号） 

この規則は，平成１８年１０月１日から施行する。 

附 則（平成１９年６月１日規則第１１号） 

この規則は，平成１９年６月２日から施行する。 

附 則（平成２１年３月３１日規則第９９号） 

この規則は，平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２２年３月１９日規則第７８号） 
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京都市地球温暖化対策条例施行規則（改正前） 京都市地球温暖化対策条例施行規則（改正後） 

この規則は，平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年３月３１日規則第１２８号） 

この規則は，平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年３月２２日規則第５７号） 

（施行期日） 

１ この規則は，平成２４年４月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この規則による改正後の京都市地球温暖化対策条例施行規則（以下「改正

後の規則」という。）第１８条の規定は，この規則の施行の日以後に改正後の

規則第１９条第１項に規定する日が到来する建築物について適用し，同日前

に同項に規定する日が到来した建築物については，なお従前の例による。 

３ 改正後の規則第２０条の規定は，この規則の施行の日以後に建築物排出量

削減計画書を提出する者について適用し，同日前に建築物排出量削減計画書

を提出した者については，なお従前の例による。 

（経過措置） 

４ 京都市地球温暖化対策条例附則第４項後段に規定する別に定める日は，平

成２４年４月３０日とする。 

附 則（平成２５年３月２９日規則第１００号） 

この規則は，平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年３月２５日規則第１８０号） 

この規則は，平成２６年４月１日から施行する。ただし，第２条に１号を加え

る改正規定は，平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年３月３１日規則第１２９号） 

この規則は，平成２８年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

この規則は，平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年３月３１日規則第１２８号） 

この規則は，平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年３月２２日規則第５７号） 

（施行期日） 

１ この規則は，平成２４年４月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この規則による改正後の京都市地球温暖化対策条例施行規則（以下「改正

後の規則」という。）第１８条の規定は，この規則の施行の日以後に改正後の

規則第１９条第１項に規定する日が到来する建築物について適用し，同日前

に同項に規定する日が到来した建築物については，なお従前の例による。 

３ 改正後の規則第２０条の規定は，この規則の施行の日以後に建築物排出量

削減計画書を提出する者について適用し，同日前に建築物排出量削減計画書

を提出した者については，なお従前の例による。 

（経過措置） 

４ 京都市地球温暖化対策条例附則第４項後段に規定する別に定める日は，平

成２４年４月３０日とする。 

附 則（平成２５年３月２９日規則第１００号） 

この規則は，平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年３月２５日規則第１８０号） 

この規則は，平成２６年４月１日から施行する。ただし，第２条に１号を加え

る改正規定は，平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年３月３１日規則第１２９号） 

この規則は，平成２８年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２９年３月１０日規則第３８号） 

  この規則中第３条の改正規定は平成２９年３月１２日から，第８条，第２

号様式及び第３号様式の改正規定は大気汚染防止法の一部を改正する法律

（平成２７年法律第４１号）の施行の日から，第９条の改正規定は平成２９

年４月１日から，その他の改正規定は平成２９年３月１０日から施行する。 
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京都市地球温暖化対策条例施行規則（改正前） 京都市地球温暖化対策条例施行規則（改正後） 

別表（第２９条関係） 

区分 緑化施設の面積 

地上部 次に掲げる算式により算定した面積のうち，いずれか小

さい面積以上 

（１） （敷地面積－建築面積）×０．１５ 

（２） （敷地面積－敷地面積×法定建ぺい率×

０．８）×０．１５ 

建築物の屋上等 屋上面積の２０パーセント以上 

備考１ 「地上部」とは，建築物の敷地のうち，当該建築物（建築基準法第２

条第１項第１号に規定する屋根及び柱又は壁を有するもの（これに類する構

造のものを含む。）に限る。）の存する部分以外の部分をいう。 

２ 敷地面積の算定方法は，建築基準法施行令第２条第１項第１号に定めると

ころによる。 

３ 建築面積の算定方法は，建築基準法施行令第２条第１項第２号に定めると

ころによる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表（第２９条関係） 

区分 緑化施設の面積 

地上部 次に掲げる算式により算定した面積のうち，いずれか小

さい面積以上 

（１） （敷地面積－建築面積）×０．１５ 

（２） （敷地面積－敷地面積×法定建ぺい率×

０．８）×０．１５ 

建築物の屋上等 屋上面積の２０パーセント以上 

備考１ 「地上部」とは，建築物の敷地のうち，当該建築物（建築基準法第２

条第１号に規定する屋根及び柱又は壁を有するもの（これに類する構造のも

のを含む。）に限る。）の存する部分以外の部分をいう。 

２ 敷地面積の算定方法は，建築基準法施行令第２条第１項第１号に定めると

ころによる。 

３ 建築面積の算定方法は，建築基準法施行令第２条第１項第２号に定めると

ころによる。 
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京都市地球温暖化対策条例施行規則（改正前） 京都市地球温暖化対策条例施行規則（改正後） 

第２号様式（第８条関係） 

新車導入等報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１ 「賃借」とは，賃借の期間（以下「賃借期間」という。）が１年以上であり，かつ，賃

借期間の開始の日以後又は賃借期間の開始の日から一定期間を経過した後当事者の一方

又は双方がいつでも解約の申入れをすることができる旨の定めがないものをいいます。 

 ２ 「燃料電池自動車」とは，水素と酸素とを化学反応させることにより電気を発生させ

る装置を備え，かつ，その電気により作動する原動機を有する自動車をいいます。 

 ３ 「購入等」とは，購入及び賃借をいいます。 

第２号様式（第８条関係） 

新車導入等報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１ 「賃借」とは，賃借の期間（以下「賃借期間」という。）が１年以上であり，かつ，賃

借期間の開始の日以後又は賃借期間の開始の日から一定期間を経過した後当事者の一方

又は双方がいつでも解約の申入れをすることができる旨の定めがないものをいいます。 

 ２ 「燃料電池自動車」とは，水素と酸素とを化学反応させることにより電気を発生させ

る装置を備え，かつ，その電気により作動する原動機を有する自動車をいいます。 

 ３ 「購入等」とは，購入及び賃借をいいます。 



6 

 

京都市地球温暖化対策条例施行規則（改正前） 京都市地球温暖化対策条例施行規則（改正後） 

 ４ 「新車」とは，過去に道路運送車両法第５８条第１項に規定する自動車検査証の交付

を受けたことがない同法第３条に規定する普通自動車，小型自動車及び軽自動車のうち，

同法第７５条第１項の規定に基づき型式の指定を受けたものであって，次の各号のいず

れかに該当するもの（二輪の自動車及び被けん引自動車を除く。）をいいます。 

  ⑴ 人の運送の用に供する自動車で，乗車定員が１０人以下のもの 

  ⑵ 貨物の運送の用に供する自動車で，車両総重量が３．５トン以下のもの 

 ５ 「電力併用自動車」とは，内燃機関を有する自動車で併せて電気を動力源として用い

るものであって，廃エネルギーを回収する機能を備えていることにより大気汚染防止法

第２条第１４項に規定する自動車排出ガスの排出の抑制に資するものをいいます。 

 ６ 「燃料消費効率」とは，自動車に係るエネルギーの使用の合理化に関する法律第８０

条第１号に規定するエネルギー消費効率をいいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ４ 「新車」とは，過去に道路運送車両法第５８条第１項に規定する自動車検査証の交付

を受けたことがない同法第３条に規定する普通自動車，小型自動車及び軽自動車のうち，

同法第７５条第１項の規定に基づき型式の指定を受けたものであって，次の各号のいず

れかに該当するもの（二輪の自動車及び被けん引自動車を除く。）をいいます。 

  ⑴ 人の運送の用に供する自動車で，乗車定員が１０人以下のもの 

  ⑵ 貨物の運送の用に供する自動車で，車両総重量が３．５トン以下のもの 

 ５ 「電力併用自動車」とは，内燃機関を有する自動車で併せて電気を動力源として用い

るものであって，廃エネルギーを回収する機能を備えていることにより大気汚染防止法

第２条第１６項に規定する自動車排出ガスの排出の抑制に資するものをいいます。 

 ６ 「燃料消費効率」とは，自動車に係るエネルギーの使用の合理化に関する法律第８０

条第１号に規定するエネルギー消費効率をいいます。 
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京都市地球温暖化対策条例施行規則（改正前） 京都市地球温暖化対策条例施行規則（改正後） 

第３号様式（第１３条関係） 

新車販売実績報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１ 「新車」とは，過去に道路運送車両法第５８条第１項に規定する自動車検査証の交付

を受けたことがない同法第３条に規定する普通自動車，小型自動車及び軽自動車のうち，

同法第７５条第１項の規定に基づき型式の指定を受けたものであって，次の各号のいず

れかに該当するもの（二輪の自動車及び被けん引自動車を除く。）をいいます。 

  ⑴ 人の運送の用に供する自動車で，乗車定員が１０人以下のもの 

第３号様式（第１３条関係） 

新車販売実績報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１ 「新車」とは，過去に道路運送車両法第５８条第１項に規定する自動車検査証の交付

を受けたことがない同法第３条に規定する普通自動車，小型自動車及び軽自動車のうち，

同法第７５条第１項の規定に基づき型式の指定を受けたものであって，次の各号のいず

れかに該当するもの（二輪の自動車及び被けん引自動車を除く。）をいいます。 

  ⑴ 人の運送の用に供する自動車で，乗車定員が１０人以下のもの 
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京都市地球温暖化対策条例施行規則（改正前） 京都市地球温暖化対策条例施行規則（改正後） 

  ⑵ 貨物の運送の用に供する自動車で，車両総重量が３．５トン以下のもの 

 ２ 「燃料電池自動車」とは，水素と酸素とを化学反応させることにより電気を発生させ

る装置を備え，かつ，その電気により作動する原動機を有する自動車をいいます。 

 ３ 「電力併用自動車」とは，内燃機関を有する自動車で併せて電気を動力源として用い

るものであって，廃エネルギーを回収する機能を備えていることにより大気汚染防止法

第２条第１４項に規定する自動車排出ガスの排出の抑制に資するものをいいます。 

 ４ 「燃料消費効率」とは，自動車に係るエネルギーの使用の合理化に関する法律第８０

条第１号に規定するエネルギー消費効率をいいます。 

 

 

 

 

 

  ⑵ 貨物の運送の用に供する自動車で，車両総重量が３．５トン以下のもの 

 ２ 「燃料電池自動車」とは，水素と酸素とを化学反応させることにより電気を発生させ

る装置を備え，かつ，その電気により作動する原動機を有する自動車をいいます。 

 ３ 「電力併用自動車」とは，内燃機関を有する自動車で併せて電気を動力源として用い

るものであって，廃エネルギーを回収する機能を備えていることにより大気汚染防止法

第２条第１６項に規定する自動車排出ガスの排出の抑制に資するものをいいます。 

 ４ 「燃料消費効率」とは，自動車に係るエネルギーの使用の合理化に関する法律第８０

条第１号に規定するエネルギー消費効率をいいます。 

 

 


